
宇治市規則第２６号  

宇治市ペット霊園等の設置の許可等に関する条例施行規則  

（趣旨）  

第１条  この規則は、宇治市ペット霊園等の設置の許可等に関する

条例（令和７年宇治市条例第２４号。以下「条例」という。）の

施行に関し、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この規則において使用する用語は、条例において使用する

用語の例による。  

２  条例第２条第１３号に規定する次の各号に掲げる用語の意義は

、当該各号に定めるところによる。  

 ⑴  学校  学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する学

校、専修学校及び各種学校  

 ⑵  児童福祉施設  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に

規定する児童福祉施設  

⑶  病院  医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する病院

及び診療所  

⑷  図書館  図書館法（昭和２５年法律第１１８号）に規定する

図書館  

⑸  公民館  社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）に規定す

る公民館  

⑹  老人福祉施設  老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に

規定する老人福祉施設  

⑺  介護保険施設  介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規

定する介護保険施設  

⑻  障害者支援施設  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）に規定する

障害者支援施設  

（事前協議）  

第３条  条例第６条の規定による協議を行おうとする者は、事前協



議書（別記様式第１号）に次の各号に掲げる書類及び図面を添え

て、市長に提出しなければならない。  

⑴  条例第５条の許可の申請をしようとする者（以下「申請予定

者」という。）が個人である場合は、住民票の写し（法人の場

合にあっては、登記事項証明書）  

⑵  条例第２条第１２号に規定する計画区域（以下「計画地域」

という。）の土地の登記事項証明書及び公図の写し  

⑶  付近見取図（縮尺が２，５００分の１以上のものに限る。）  

⑷  配置図（縮尺が１００分の１以上のものに限る。）  

⑸  密植した垣根、障壁等の平面図及び立面図  

⑹  計画区域の境界線からの水平距離が１１５メートル以内の区

域の状況を明らかにした図面  

⑺  火葬を行うための設備（以下「火葬設備」という。）の仕様

書その他の書類  

⑻  計画区域及びその周辺の状況を示す写真  

⑼  ペット霊園に関する工事の方法及び工程に関する書類及び図  

 面  

⑽  納骨堂及び火葬施設の設計図  

⑾  前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類

及び図面  

２  市長は、前項の協議が整ったときは、その旨を文書により当該

協議を行った者に通知するものとする。  

（標識の設置）  

第４条  条例第７条第１項の標識（以下「標識」という。）は、ペ

ット霊園設置等計画のお知らせ（別記様式第２号）とする。  

２  条例第７条第２項の規定による届出は、標識設置届出書（別記

様式第３号）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。  

⑴  標識を設置した場所を示す位置図  

⑵  標識の設置の状況及び標識に記載された事項を示す写真  

（説明会の開催等）  



第５条  申請予定者は、条例第８条第１項の説明会（以下「説明会

」という。）において、次に掲げる事項を記載した書類及び図面

を近隣住民等に配布するとともに、その内容を十分に説明しなけ

ればならない。  

⑴  申請予定者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代

表者の氏名及び主たる事務所の所在地）  

⑵  ペット霊園の名称及び所在地  

⑶  ペット霊園の種類、規模（墓地にあっては、その区域の面積

）及び構造  

⑷  ペット霊園に関する工事の方法及び工程  

⑸  ペット霊園の事業の開始予定日  

⑹  周辺の生活環境を保全し、及び公衆衛生上支障が生じないよ

うにするために配慮する事項  

２  申請予定者は、説明会の開催に当たっては、あらかじめ開催の

日時及び場所について、当該開催の日の１４日前までに計画区域

内の見やすい場所における掲示その他の適当な方法により周知し

なければならない。  

３  条例第８条第３項の規定による報告は、説明会開催結果報告書

（別記様式第４号）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。  

⑴  説明会で配布した資料  

⑵  説明会の議事録  

⑶  説明会の周知を行った地域の範囲を示した図面  

⑷  前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類  

（設置等許可の申請）  

第６条  条例第９条第１項の規定による申請は、ペット霊園設置等

許可申請書（別記様式第５号）により行うものとする。  

２  条例第９条第１項各号列記以外の部分に規定する規則で定める

書類及び図面は、次に掲げる書類及び図面とする。  

⑴  第３条第１項の規定により同項の事前協議書に添付した書類

及び図面（内容に変更があったものに限る。）  



⑵  前号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類及

び図面  

３  条例第９条第１項第５号の規則で定める事項は、次に掲げる事

項とする。  

⑴  ペット霊園に関する工事の期間  

⑵  ペット霊園の使用開始予定日  

⑶  ペット霊園の維持管理の方法  

⑷  ペット霊園管理者の氏名及び住所（法人にあっては、その名

称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）  

⑸  周辺の生活環境を保全し、及び公衆衛生上支障が生じないよ

うにするために配慮する事項  

４  市長は、第１項の申請書の提出があった場合は、その内容を審

査の上、許可又は不許可を決定し、ペット霊園設置（変更）許可

・不許可決定通知書（別記様式第６号）により申請者に通知する

ものとする。  

（火葬施設の構造設備の基準）  

第７条  条例第１２条第４号カの規則で定める十分な能力は、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるものとする。  

⑴  防音  火葬時に発生する騒音が、騒音規制法（昭和４３年法

律第９８号）第４条第１項の規定により市長が定める基準を満

たすこと。  

⑵  防じん  サイクロン若しくは洗浄集じん装置又はこれらと同

等以上の集じん能力を有する装置が設けられていること。  

（工事着手の届出）  

第８条  条例第１３条の規定による届出は、ペット霊園工事着手届

出書（別記様式第７号）により行うものとする。  

（工事完了の届出）  

第９条  条例第１４条第２項の規定による届出は、ペット霊園工事

完了届出書（別記様式第８号）により行うものとする。  

（軽微な変更の届出）  



第１０条  条例第１５条の規則で定める軽微な変更は、次に掲げる

事項の変更とする。  

⑴  条例第５条の許可を受けた者の氏名又は住所（法人にあって

は、その名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所在地）  

⑵  ペット霊園の名称又は所在地（地番等の変更に係るものに限

る。）  

⑶  納骨堂の規模（規模を縮小する場合に限る。）  

⑷  火葬施設の構造設備（処理能力又は火床面積を縮小させる場

合に限る。）  

２  条例第１５条の規定による届出は、ペット霊園軽微変更届出書

（別記様式第９号）により行うものとする。  

（地位の承継の届出）  

第１１条  条例第１７条第３項（条例第２４条において準用する場

合を含む。）の規定による届出は、ペット霊園・移動火葬業地位

承継届出書（別記様式第１０号）に承継の事実を証する書類を添

えて行うものとする。  

（移動火葬業の許可の申請）  

第１２条  条例第１９条の規定による申請は、移動火葬業の許可申

請書（別記様式第１１号）により行うものとする。  

２  条例第１９条の規則で定める書類及び図面は、次に掲げる書類

及び図面とする。  

⑴  移動火葬を行うための場所として確保している場所の土地の

登記事項証明書及び公図の写し  

⑵  条例第２１条第１項第６号アただし書の規定に該当するとき

は、土地所有者承諾書（別記様式第１２号）  

⑶  移動火葬車両の自動車検査証（道路運送車両法（昭和２６年

法律第１８５号）第５８条第１項の規定により交付された自動

車検査証をいう。以下同じ。）の写し  

⑷  移動火葬車両の写真（車両の前後左右から各１枚撮影したも

の）  



⑸  移動火葬車の火葬設備の構造及び処理能力並びに当該火葬設

備が条例第１２条第４号に掲げる基準に適合することを明らか

にした書類  

⑹  前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類

及び図面  

３  条例第１９条第４号の規則で定める事項は、次に掲げる事項と

する。  

⑴  移動火葬車両の自動車登録番号  

⑵  移動火葬を行うための土地の所在地  

⑶  移動火葬を行うための土地所有者の氏名及び住所（法人にあ

っては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）  

４  市長は、第１項の申請書の提出があった場合は、その内容を審

査の上、許可又は不許可を決定し、移動火葬業の設置（変更）許

可・不許可決定通知書（別記様式第１３号）により申請者に通知

するものとする。  

（移動火葬車両の使用の制限）  

第１３条  移動火葬業者は、条例第２１条第１項第１号の規定によ

り氏名（法人にあっては、その名称。以下この項において同じ。

）を表示する場合において、氏名以外の名称でその業を行うとき

は、氏名のほか、当該名称を表示することができる。  

２  条例第２１条第１項第１号の規定による表示は、産業標準化法

（昭和２４年法律第１８５号）に基づく日本産業規格Ｚ８３０５

に規定する９０ポイント以上の大きさの文字及び数字を用いて行

うものとする。  

（移動火葬業の変更の許可等）  

第１４条  条例第２２条第２項の規則で定める申請書は、移動火葬

業の変更許可申請書（別記様式第１４号）とする。  

２  条例第２２条第２項の規則で定める書類及び図面は、次に掲げ

る書類及び図面とする。  

⑴  変更する移動火葬車両の自動車検査証の写し  



⑵  変更する移動火葬車両の写真（車両の前後左右から各１枚撮

影したもの）  

⑶  変更する移動火葬車両の火葬設備の構造及び処理能力並びに

当該火葬設備が条例第１２条第４号に掲げる基準に適合するこ

とを明らかにした書類  

⑷  前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類

及び図面  

３  条例第２２条第４項の規定による届出は、移動火葬業の軽微変

更届出書（別記様式第１５号）により行うものとする。  

（廃止の届出）  

第１５条  条例第２６条第１項の規定による届出は、ペット霊園・

移動火葬業廃止等届出書（別記様式第１６号）により行うものと

する。  

（身分証明書）  

第１６条  条例第３２条第２項の証明書は、身分証明書（別記様式

第１７号）とする。  

（補則）  

第１７条  この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が定め

る。  

附  則  

（施行期日）  

１  この規則は、令和７年７月１日から施行する。  

（現に存するペット霊園に係る届出）  

２  条例附則第２項の規定による届出は、市長が定める様式により

行うものとする。  


